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インターネット選挙の利用状況:22,011回/20,366,627人



インターネット選挙の日常化

１．マンションの管理に関わる選挙

２．労働組合選挙

３．学校選挙

４．協会・団体の選挙・学会の選挙

５．条例請求の署名投票

６，教会の総会の選挙

７．株主総会

８．住民投票

9．自治体の政策に関する投票

１０．その他



インターネット選挙の普及背景①：マイナン
バーカード/モバイル住民登録カード



背景②：全体国民70％以上がマンション暮らし



背景③：文化としてのIT化/Digital化



その結果、Online Voting ＞Station Poll



民間のインターネット選挙事例：大規模団地に特化し
たInternet Voting



町内会役員や意思決定のオンライン化



労働組合と連携したInternet Voting



日常の中でも自由に選挙：映像・演説をみながら投票



株主総会の電子化（商法368-4）



法人でもインターネット選挙が当たり前



政党の予備選挙・党代表選挙でもインターネット選挙



ソウル市の『民主主義SEOUL』PLATFORMとオ
ンライン投票

市民発案：
賛成50人：担当部局答申
賛成100人：市民参加型討論

市民公論場：1,000人
以上市民参加の場合、
市長が答申

ソウル市が市民へ意見を求
める
-地域の課題や問題の解決
策



住民条例制定請求：オンライン請求と署名
(CLOUD LAW)

住民が直接参加し、決める
住民参加型地方自治

条例請求：住民が
条例申請や内容を
登録

オンライン署名：条
例申請案に署名で
参加



市民提案と投票の状況：2022年11月

‐その他：63件
-交通：21件
-安全：11件
-企画：5件
-福祉：4件
-文化：3件
-住宅：2件
-建設：2件
-女性：1件
-健康：1件
-環境：1件



オンライン市民参加PLATFORMの運営

1. ソウル特別市議会オンライン条例請求・制定
2. ソウル特別市『民主主義SEOUL』
3. 国会『オンライン請願』
4. 行政安全省『全国地方議会オンライン条例支援センター』
5. 法制局『国民参加立法センター』：行政省庁が提出する法
律案に関する国民意見をオンラインで集約

オンライン政治コミュニケショーンの日常化



Digital Democracy & Policy Proposal



Digital Democracy & Internet Voting



BLOCKCHAIN VOTING SYSTEM:選管が
中央政府・自治体・公共機関・学校・政党選挙支援



住民投票でもインターネット投票導入



民間選挙でインターネット選挙普及のための工夫

１．参加者のインセンティブ：Starbucks コーヒー券、心理的
満足感
２．政治的有効性感覚と制度の融合
３．参加の面白さ：プロセスの見える化
４．市民としての認定感：地域・団体・協会としてのメンバー
シップ
５．競争意識：マンションの棟、団地、協会の地域単位など
６．管理者の反応、結果の速さ



インターネット投票とデジタルデモクラシー

1. 1987年民主化以後、政治的有効性感覚の目覚め

2. 政治の領域から社会・経済・マスコミ・学校・会社へ拡大

3. 文化としてのIT化、デジタル化

4. One Click 政治参加

5. 市民運動・市民団体・市民教育の効果

6. 効率性・合理性・公平性・政治的平等の価値

7. 政治的二極化：保守-進歩

8. 伝統メディア-ニュ－メディアの価値と民主的価値



インターネット選挙と生活民主主義

１．デジタルPlatformは、抵抗と改善の方法という認識
２．情報アクセスと利用の利便性こそ民主主義の基本
３．市民誰にも開かれた政治・行政・組織
４．リアルタイムの政治コミュニケショーン：Responsibility
5. Accountability
6. 制度（立法）の整備：2021年9月住民発案条例、2022年
1月から実行
７．市民教育



ご清聴ありがとうございました
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